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原子力科学研究所タンデム加速器建家内におけるケーブル火災の発生について（第 1 報） 
 
１．背景 
  タンデム加速器建家（図１）は、重イオンを用いた原子核物理、核化学及び物性物理の

基礎研究を目的とする大型静電加速器を設置した施設である。 

令和 8 年度は、4 月 1 日から 7 月 10 日までの計画でイオン照射による材料照射研究や医

療用 RI 生成に関する研究等の各種実験を実施していた。 

 

２．状況 
（１）事象の概要 

 令和 8 年 6 月 19 日 10 時 8 分頃※、加速器運転のため制御室から遠隔で負イオンを加速

器へ送り出す操作を行っていた職員が異音を確認した。これを受け、負イオン源専用架台

（以下「負イオン源デッキ」という。）の高電圧電源の出力を停止するとともに、イオン

源室（管理区域、放射線発生装置使用室であり核燃料物質及び放射性同位元素の取り扱い

はない室）（図２）を確認したところ、負イオン源デッキ上の電源ケーブル収納ボックス

（1987 年設置、約 39 年経過）周辺から火及び煙が発生していることを確認し、10 時 12

分に職員が公設消防に 119 番通報した。10 時 27 分に到着した公設消防により 11 時 40 分

に「鎮火」が確認された。なお、消火器及び放水による消火活動は行っていない。 

 本事象は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」及び「放射性同

位元素等の規制に関する法律」に基づく法令報告には該当しない。 

 

※ 公設消防による指導に基づき、発災当日に公表した時刻「10時 06 分」を訂正 

 

（２）放射性物質の漏えい：なし 
（３）環境への影響：なし 
（４）人の汚染・被ばく：なし 
（５）人の負傷：なし 
 
（時系列） 

10 時 08 分頃 タンデム加速器建家の制御室で異音を確認し、 

イオン源室（管理区域）にて火と煙を確認 

  10 時 11 分  火災報知器発報 

10 時 12 分  公設消防へ 119 番通報 

10 時 27 分  公設消防現場到着 

11 時 40 分  公設消防により「鎮火」を確認 

 

３．負イオン源の概要 

負イオン源は、負イオン（マイナスの電荷をもつ粒子）を作り出す装置であり、装置内

の真空状態を維持するためのポンプや電磁石などの関連機器から構成され、負イオン源

デッキに設置されている。 

この負イオン源デッキは、作り出した負イオンを加速器へ送り出すために、地面に対し

て高電圧（DC 240kV）に保たれている。 
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また、負イオン源に必要な電力は、負イオン源デッキの高電圧から絶縁するための絶縁

トランス（変圧器）を介して、交流電力（AC 200V）により供給される。（図３） 

交流電力を供給する電源ケーブルは負イオン源デッキ上のボックスに収納されており、

今回出火したのは、この電源ケーブル収納ボックスである。（図４、図５） 

 

４．施設への影響 

電源ケーブル収納ボックス内の電源ケーブルが焼損した。イオン源室以外の部屋への延

焼はなく、施設の保安上必要な設備等に影響はない。 

 

５．現在までに講じた措置 

現在、負イオン源へ交流電力を供給する系統の遮断器及び負イオン源デッキに高電圧を

かける系統の遮断器を切り、操作を禁止して電力供給を停止している。（図６、図７） 

  なお、この電力供給の停止措置による施設の保安上必要な設備等への影響はない。 

 

６．火災発生原因 

発災箇所の電力系統が特殊な構造であり、適切かつ確実な原因調査を行うためには事前

に調査対象の明確化が必要であることから、現在、公設消防と連携して作業計画の策定を

進めている。今後、同計画等に基づき、公設消防の協力のもと出火場所の特定と出火原因

の調査を行う。 

 

７．対策 

上記６.の結果を踏まえ、再発防止を図る。 

 

８. 環境への影響等 

本事象に伴う人的災害の発生及び周辺環境への影響はなく、モニタリングポストの指示

値に有意な変動は認められなかった。（図８、図９） 
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図１ 日本原子力研究開発機構・原子力科学研究所の施設配置図（タンデム加速器建家） 

モニタリングポスト（MP-11） 

（建家風下位置） 

風向 

モニタリングポスト（MP-19） 

（建家風下位置） 
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図２ タンデム加速器建家 1 階平面図（イオン源室） 

 
 

 
 
 

発災場所 

図４、図５の撮影方向

拡大 
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図３ 負イオン源への電力供給方式 

 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 焼損した電源ケーブル収納ボックスの周辺の状況（鎮火確認後に撮影） 
 
 

焼損した電源ケーブル 
収納ボックス 
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図５ 焼損した電源ケーブル収納ボックス（鎮火確認後に撮影） 

（サイズ Ｈ２０ｃｍ×Ｗ２０ｃｍ×Ｄ１０ｃｍ） 

 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

20 cm 

20 cm 

焼損した収納ボックスの外観 蓋を開けた内部の様子 
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図６ 発災場所（イオン源室の電源ケーブル収納ボックス）までの電気系統図 

 
 

発災場所 

電源ケーブル収納ボックス 

遮断器① 

遮断器② 

遮断器③ 

負イオン源への交流電力供給系統 負イオンデッキの高電圧系統 

負イオン源への交流電力供給系統及び負イオン源デッキの高電圧系統の電力供給停止 
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遮断器① 

 
 

図７ 遮断器①～③の現在の状態 
（遮断器が切れた状態で操作禁止、電力供給を停止） 

 
 
 
 

遮断器② 遮断器③ 
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図８ モニタリングポストの線量率の時系列グラフ 

 

 

図９ 環境放射線監視データ（モニタリングポストの位置と風向きを示す） 


